
 

2024 年 4 月 26 日 

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社 

 

当社における不適正な経理事案についての特別調査委員会 

の報告とその対応について 

 

当社における不適正な経理事案について、下記の通り、特別調査委

員会より調査結果が報告されましたので、その報告内容とともに、必

要な処分、対応などを行うこととしました。 

 なお、当該常務取締役は既に辞任届を提出しており、業務の整理な

どを終え次第、速やかに退任することとなっております。  

 

記 

 

1. 特別調査委員会（2024 年 3 月 7 日から 4 月 12 日） 

当該常務取締役を含む内外の関係者 20 名からのヒアリングと 

ともに、関係書類の調査を行いました。 



 委員  委員長  南晋一郎（専務取締役） 

副委員長 松下隆弘（常務取締役） 

委員   小林重幸（常勤監査役） 

委員   脇陽子（弁護士、虎ノ門南法律事務所） 

 

2. 調査結果 

 当該常務取締役は接待交際費を捻出するために、取引業者に

その領収書を引き受けさせ、実態のない「ＶＴＲ製作費」とし

て当社に形式的には虚偽の請求を行わせていました。 

 期間は 2015 年から 2023 年までであり、当社が支払った金額

は累計でおよそ 3千 5 百万円余りとなりました。 

 ただし、接待交際費の内容は、業務と関連がないとまでは言

えないものでした。 

 当該行為は不適正な経理処理ではありますが、部署において

は実態が接待交際費であることが知られていたため、いわゆ

る詐欺の欺罔行為に当たる可能性は低く、また、私的着服、他

者の図利を目的とするものではないため、横領、背任、特別背

任が成立する可能性も低いものと報告されています。 



 必要な損害賠償請求については、別途、税務の修正申告等も

踏まえ、損害を確定させたうえで行う予定でおります。 

 

3. 当社における処分等 

この事案については、当該常務取締役のコンプライアンス意識の

低さと交際費ルールの不備を始めとする会社側の体制、双方に問題

があるものと認識しております。 

そのため、当該常務取締役については、辞任を認めます。 

また、常勤取締役については、善管注意義務を果たし得なかったこ

とから、報酬の自主返納を行います。 

 代表取締役会長は、報酬の 20%相当を１か月分返納 

 代表取締役社長は、報酬の 20％相当を３か月分返納 

 他の常勤取締役は、報酬の 10％相当を１か月分返納 

なお、常勤監査役からも、監査役報酬の 10%相当を１か月分、

自主返納する旨、申入れがありました。 

また、担当執行役員については、賞罰委員会の審議の結果を踏まえ、

適切な処分を行いました。 

 



4. 今後の対応策 

調査で重視されているコンプライアンス意識の徹底や内部統制シ

ステムの強化のみならず、人事制度の変革にも取り組むこととします。 

① 役員、社員に対するコンプライアンス教育の徹底 

② 接待交際費等のルールの見直しと明確化 

③ 制作部門、さらに経理、内部監査室、監査役の多重的チェック体

制を構築 

④ 内部通報制度のさらなる周知と利用の活性化 

⑤ 部局を超えた人事異動ルールの導入 

⑥ 女性の積極的登用を始めとしたダイバーシティの推進 

 

 

以 上 


